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化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行令

の一部を改正する政令案の概要

１．改正の趣旨

国内外の化学物質管理を巡る変化に対応するため、化学物質の審査及び製造等の規

制に関する法律の一部を改正する法律（平成２１年法律第３９号）が平成２１年５月

に公布された。また、残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約第４回締約国

会合（平成２１年５月）において、ペルフルオロ（オクタン－１－スルホン酸）（別

名ＰＦＯＳ）等の１２物質を新たに廃絶・制限の対象物質とすることが決定された。

このような動向を踏まえ、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行令

（昭和４９年政令第２０２号。以下「令」という。）について、上記１２物質を第一

種特定化学物質に追加する等、所要の改正を行うもの。

２．改正の内容

（１）第一種特定化学物質の指定（令第１条）

第一種特定化学物質について、新たにＰＦＯＳ又はその塩等の１２物質を追加指定

する。

（２）第一種特定化学物質を使用した輸入制限製品の指定（令第３条）

今次追加する第一種特定化学物質（該当は３物質のみ）が含有されている１４製品

について、輸入を禁止する製品に追加指定する。

（３）第一種特定化学物質を使用できる用途（令第３条の２）

今次追加する第一種特定化学物質（該当は１物質のみ）の使用を認める３用途につ

いて指定する。

（４）基準適合義務及び表示義務が課せられる製品の指定と暫定措置（令第３条の３

及び附則第３項）

今次追加する第一種特定化学物質（該当は１物質のみ）が使用されており、基準適

合義務及び表示義務が課される３製品を指定する。加えて、附則第３項において、当

分の間、１製品を追加する。

（５）第二種特定化学物質を使用した技術上の指針を公表する製品の指定（令第５条）

技術上の指針を公表する第二種特定化学物質が使用されている製品として、１１製

品（現行法において、第二種特定化学物質が使用されている場合に容器等に表示義務

を課している製品）を指定する。

３．スケジュール

事務次官等会議：平成２１年１０月中旬（予定）

閣 議：平成２１年１０月中旬（予定）

施 行 期 日：平成２２年 ４月 １日（木）


